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＜発達⽀援拠点設置時の発達障がい児の⽀援体制（H17〜）＞

通園施設
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（⽀援学級）

療育拠点
（現：発達⽀援拠点）

医療機関

１圏域

発達障がい児児童デイ

通園施設

学校
（⽀援学級）

医療機関

発達障がい児児童デイ

Ａ市 B町 ⼤阪府⽴松⼼園

⾃閉症・発達障害⽀援
センター

保育所
幼稚園

保育所
幼稚園

保健センター保健センター

⇒第⼀種⾃閉症児施設として
診療・療育を実施

≪療育拠点（現：発達⽀援拠点）の創設≫

平成16年度の「⼤阪府⾃閉症・発達障がい
⽀援拠点ネットワークづくり検討委員会」
における提⾔により、⾃閉症および発達障
がいに特化した早期療育の拠点センターと
して、平成17年〜19年にかけて府内６福祉
圏域に１か所ずつ整備された。

発達⽀援拠点と児童発達⽀援センターの連携について 資料２
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＜現在の発達障がい児の⽀援体制（H24〜）＞
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（⽀援学級）

発達⽀援拠点

医療機関

１圏域

発達障がい児

発達障がい者⽀援セン
ター（アクトおおさか）

児童発達⽀援センター

拠点医療機関

児童発達⽀援センター

放課後デイ

児童発達⽀援

学校
（⽀援学級）

医療機関

発達障がい児放課後デイ

保育所
幼稚園

保育所
幼稚園

≪機関⽀援の担い⼿≫

・発達障がい者⽀援センター（アクトお
おさか）
⇒発達障害者⽀援法及び府要綱の理念に
基づき、関係機関への機関⽀援を実施

・発達⽀援拠点
⇒発達障害者⽀援法の理念に基づき児童
発達⽀援センター・障がい児通所⽀援事
業所へ機関⽀援を実施するとともに、R3
年度から学校への機関⽀援を実施

・児童発達⽀援センター
⇒児童福祉法に基づき障がい児通所⽀援
事業所及び保育所・学校等への機関⽀援
（主に巡回⽀援）を実施

保健センター 保健センター

Ａ市 B町

※⽮印「→」は現在実施し
ている機関⽀援を表す

児童発達⽀援



発達⽀援拠点と児童発達⽀援センターの現状について
発達⽀援拠点 児童発達⽀援センター

主な⽀援対象児
〇発達障がいがあり、知的能⼒が軽度知的障
がい〜健常域の⼦どもを主な⽀援対象として
いる。

〇発達障がいに限らず、3障がい全ての子どもを
対象とする。

〇発達障がいのある子どもの場合、主に知的障が
いのある子どもを⽀援対象としている。

発達⽀援の⽅法 〇TEACCHプログラムに基づく個別専⾨療育
を提供する。

〇主に保育の考え⽅をベースとした集団療育を提
供する。（個別対応でPT、OT、STその他の発達
⽀援を実施することがある）

家族⽀援の⽅法
〇発達障がいに特化した研修の実施
〇毎回の通所時に、個別に家庭の状況を聴取、
発達障がいの特性及び、特性に基づく⼦ども
との関わり⽅を助⾔

〇保護者向けの研修や交流会の実施。
〇懇談や参観の実施。
〇（親⼦通園の場合）毎回の通所時に障がい特性
や⼦どもとの関わり⽅を助⾔

機関⽀援の状況 〇障がい児通所⽀援事業所等に対し、機関⽀
援を⾏う。

〇⼦育て⽀援課や教育委員会と連携し、保育所・
学校等への機関⽀援（主に巡回⽀援）を⾏う。
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発達⽀援拠点による機関⽀援の実績と対象機関数
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〇発達⽀援拠点はさまざまな通所⽀援事業所へ機関⽀援を実施し、令和3年度からは学校への⽀援も開始している
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児童発達⽀援センターの現状と課題 ※R4年実施市町村アンケートより
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◆調査概要︓児童発達⽀援センターの状況や課題について、府内の政令指定都市を除く４１市町村を対象に調査を実施（回答市町村数 ３８ ）

(1) 児童発達⽀援センターの確保状況 (３) 児童発達支援センターが連携している機関等
中核市 ⼀般市 町村 計

確保済 7 23 4 34
確保予定 1 1
未確保 6 6
計 7 24 10 41
確保率 100％ 96％ 40％ 85％
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その他
⼦ども家庭センター

医療機関
事業所
学校等
保育所等

⼤阪府発達⽀援拠点
アクトおおさか

0 20 40 60 80

〇児童発達⽀援センターの確保状況
⇒中核市・⼀般市については確保済。⼀部の町村については未確保。

〇発達⽀援拠点への期待
⇒「アクトおおさかや⼤阪府発達⽀援拠点と連携している」と答えた市町村は2割程度にと
どまる⼀⽅、センターを設置・確保してる32市町村において、センターの機能強化に向けて
⼤阪府発達⽀援拠点の活⽤を希望する市町村は27市町村（９割）であった。
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児童発達支援事業所

放課後児童クラブ

⽀援学校

中学校
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(２) 児童発達支援センターが支援を実施している機関
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特になし

他の児童発達⽀援センターとの
意⾒交換の場

専⾨的なノウハウ等によるスー
パーバイズ機能

事業所⽀援についての研修

(４) ⼤阪府発達支援拠点に期待する機能

※単独設置せず共同確保している市町も確保済に計上



厚⽣労働省「児童福祉法等の⼀部を改正する法律（令和４年法律第6 6号）の概要」より

令和６年４⽉施⾏ 改正児童福祉法の内容（児童発達⽀援センター関係）
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新 旧

第四⼗三条 児童発達支援センターは、地域の障害児の
健全な発達において中核的な役割を担う機関として、障
害児を⽇々保護者の下から通わせて、⾼度の専⾨的な
知識及び技術を必要とする児童発達⽀援を提供し、あ
わせて障害児の家族、指定障害児通所事業者その他の
関係者に対し、相談、専門的な助⾔その他の必要な援
助を⾏うことを⽬的とする施設とする。

第四⼗三条 児童発達⽀援センターは、次の各号に掲げる
区分に応じ、障害児を⽇々保護者の下から通わせて、当
該各号に定める⽀援を提供することを⽬的とする施設とする。

⼀ 福祉型児童発達⽀援センター⽇常⽣活における基本
的動作の指導、独⽴⾃活に必要な知識技能の付与⼜
は集団⽣活への適応のための訓練

⼆ 医療型児童発達⽀援センター⽇常⽣活における基本
的動作の指導、独⽴⾃活に必要な知識技能の付与⼜
は集団⽣活への適応のための訓練及び治療

令和６年４⽉施⾏ 改正児童福祉法の新旧対照（児童発達⽀援センター関係）
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「障害児通所⽀援に関する検討会報告書」（令和5年3⽉28⽇ 障害児通所支援に関する検討会）＜抜粋＞

3．児童発達⽀援センターを中⼼とした地域の障害児通所⽀援の体制整備について
（2）児童発達⽀援センターの中核機能について
①幅広い⾼度な専⾨性に基づく発達⽀援・家族⽀援機能
〇 幅広い⾼度な専⾨性に基づく発達⽀援・家族⽀援機能を発揮するためには、こどもの発達全般や障害特性・⾏動特性等のアセスメ
ントにより障害の特性や発達段階を捉えアプローチするという発達⽀援における基本的な⽀援を確実に⾏うとともに、こどもの今の育ちを充
実させていくこととあわせて、成⼈期を⾒据えた上で乳幼児期から段階的に必要なアプローチを⾏う視点、障害の有無に関わらずこどもの
育ちに⼤切な遊びを通じて⽀援する視点、⼦育て⽀援という観点を持って対応することも必要である。
〇 また、様々なこどもや家族を⽀えていくためには、児童発達⽀援センターで全てを対応するのではなく、障害の特性を踏まえて、発達
障害者⽀援センター、医療的ケア児⽀援センター、医療機関等の専⾨性を有する関係機関や特定の分野に強みを持つ事業所と連携
して⽀援を進めることも重要である。

②地域の障害児通所⽀援事業所に対するスーパーバイズ・コンサルテーション機能（児童発達⽀援センターが障害児通所⽀援事業所に
対し、⽀援内容等への助⾔・援助等を⾏う機能）
〇 児童発達⽀援センターは、スーパーバイズ・コンサルテーションを全てのサービス種別の障害児⽀援事業を対象として⾏うことを基本とし
つつ、その運営状況に応じて児童発達⽀援センターだけでは⼗分な⽀援ができない場合には、市町村は、都道府県とも連携しながら
スーパーバイズ等できる⼈材をコーディネートする等、児童発達⽀援センターが外部と連携しながら取り組む体制を整備することが重
要である。

（3）児童発達⽀援センターを中核とした地域の体制整備について
〇 医療的ケア児については医療的ケア児⽀援センターや地域のコーディネーターを中⼼とした⽀援体制の整備が進められており、また、
聴覚障害や視覚障害があるこどもについては、特別⽀援学校が地域の⽀援の中核的な役割を担っている場合もあることから、市町村は、
障害特性等を踏まえた特別な⽀援体制にも留意して、都道府県と連携しながら効果的な⽀援体制の整備を進める必要がある。
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発達⽀援拠点と児童発達⽀援センターの現状及び
令和6年の改正児童福祉法施⾏後の⽅向性を踏まえて・・・
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 障がい児通所⽀援事業所やその利⽤者が⾶躍的に増加し、⾝近な地域で⽀援を受けることが出来る環境が整いつ
つある⼀⽅、⽀援の質の確保や事業の適切な運営についてはなお課題とされている。

 発達⽀援拠点と児童発達⽀援センターは、⽀援対象児、発達⽀援、家族⽀援、機関⽀援のそれぞれにおいて、重
なる部分はありつつも、主となる⽀援対象や⽀援⽅法に違いが⾒られる。

 国の「障害児通所⽀援に関する検討会報告書」（令和5年3⽉28⽇）においては、こどもの障がい特性を踏まえ、
児童発達⽀援センターは専⾨性を有する関係機関や特定の分野に強みを持つ事業所と連携して、効果的な⽀援体
制の整備を進める必要があることが⽰されている。

 発達障がい児者の⽀援においては、専⾨性を有する機関である、発達障がい者⽀援センターアクトおおさか及び
発達⽀援拠点の役割は今後も重要である。発達⽀援拠点は、平成17年度以降実施してきた、発達障がいに特化し
た個別療育のノウハウを活かし、平成24年度から通所⽀援事業所への⽀援を開始し、10年以上の蓄積がある。

発達⽀援拠点と児童発達⽀援センターが、それぞれの強みを活かしながら、
連携して通所⽀援事業所への機関⽀援を実施していくことが必要である。



こどもワーキングで議論いただきたい点

• 機関⽀援における発達⽀援拠点と児童発達⽀援センターの連携の⼿法としては、以下が考えられる。
＜機関⽀援における連携の例＞

• 発達⽀援拠点と児童発達⽀援センターの情報共有や協議の場としてどのようなものが考えられるか。 10

発達⽀援拠点 児童発達⽀援センター
発達障がい児⽀援の専⾨性及びノウハウが必要とされ
る場合に機関⽀援を実施する。

全ての障がい種別を対象として機関⽀援を実施する。

• 障がい児通所⽀援事業所への機関⽀援における発達⽀援拠点及び児童発達⽀援センターの役割は以下の通りと
考えられる。
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